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2024年５月 15日 

各  位 

                        会 社 名  住石ホールディングス株式会社 

                        代 表 者 名  代表取締役社長  長崎  駒樹 

                        （コード番号 1514 東証スタンダード市場） 

                        問 合 せ 先  執行役員財務部長  宮澤  義典 

                                   （TEL 03-5511-1400） 

  

株式会社麻生との資本業務提携契約の締結に関するお知らせ 

 

当社は、2024年 5月 15日開催の取締役会において、持続的な成長と企業価値向上を目的として、株式

会社麻生（以下「麻生」といいます。）との間で資本業務提携（以下「本資本業務提携」といいます。）を

行うことを決議し、同日付で麻生との間で資本業務提携契約（以下「本契約」といいます。）を締結しまし

たので、お知らせいたします。 

記 

１． 本資本業務提携の目的及び理由 

当社グループ（当社並びにその連結子会社及び持分法適用会社を総称していいます。以下同じです。）

は、1893年に九州で石炭事業に着手した住友の石炭事業を源流とし、1894年には麻生グループ（麻生を中

核会社とする連結子会社及び持分法適用会社からなる企業グループをいいます。以下同じです。）の主力炭

鉱であった忠隈炭鉱を取得し、同炭鉱は、その後の住友の石炭事業隆盛の礎となりましたが、戦後の財閥解

体の一環で石炭専業となった住友石炭鉱業株式会社（当社グループ傘下の現住石マテリアルズ株式会社）

は、石炭採炭事業から転換を進めるとともに、1994年に国内炭鉱を閉山しました。 

一方、麻生グループは、1872年に創業者が目尾御用炭山を採掘、石炭事業に着手したことにより、戦前

は石炭事業を主たる事業として発展し、戦後は、炭鉱跡地の再開発に取り組むとともに、時代の要請に合わ

せて様々な分野に事業領域を拡大し、現在では、セメント事業、健康・医療事業、教育・人材関連事業等、

幅広い分野に事業展開しています。 

当社グループは、現在では、一般炭を中心に日本の経済発展に不可欠な石炭を安定的に供給することを主

たる事業目的としつつ、中長期的な方針として、カーボンニュートラル（脱炭素化）の進展によるエネルギ

ー需給構造の変化等、国際的な環境変化に適合した新たなビジネスモデルの構築、推進を掲げています。 

このような状況のなか、このたび、麻生グループと当社グループは、麻生グループが有する石炭事業から

のビジネスモデルの転換のノウハウ及び顧客基盤、並びに当社グループが有する石炭調達の知見及び炭鉱跡

地等の経営資源等を掛け合わせ、両社の企業価値の更なる向上を実現することを目的として業務提携を進め

ると共に、両社の信頼関係をより強固なものとし、業務提携を円滑かつ確実に進めるため、本契約を締結し

ました。 

なお、麻生は、2024年５月 15日現在、東京証券取引所スタンダード市場に上場している当社の普通株

式 25,228,700株（総株主の議決権の数に対する割合（注）49.08％）を所有する当社の主要株主かつ筆頭株
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主であり、当社を持分法適用関連会社としています。 

（注）総株主の議決権の数に対する割合は、2024年 3月 31日現在の株主名簿の総株主の議決権の数

513,993個に対する割合を計算（小数点以下第三位を四捨五入）しています。 

 

２． 本資本業務提携の内容等 

2.1 業務提携の内容 

当社グループ及び麻生グループは、以下の事項について業務提携を推進していく予定です。 

（１）両社の主力事業の安定的成長に向けた協業関係の構築 

・麻生グループを含む西日本における石炭ニーズに関する情報の当社グループへの共有を通じた、 

当社グループの石炭事業の成長への協力 

・当社グループの知見の活用を通じた、麻生グループの石炭調達への協力 

（２）当社の九州地区における事業の拡大等 

・麻生グループが九州地区において有する官公庁及び地元企業との強固なネットワークの活用を通じ

た、西日本における石炭中継基地を活用した九州地区における当社グループの石炭事業の強化 

・当社グループが生産する多結晶ダイヤモンドの需要が今後増加する場合における、九州地区での多

結晶ダイヤモンドの加工・サービス拠点の設置及び東西日本における安定供給体制の構築 

・麻生グループの知見及びネットワークの活用を通じた当社グループが保有する炭鉱跡地の有効活用        

（３）新規事業に向けた協業の取組み 

・麻生グループにおける石灰石の安定的な調達体制の構築に向けた両社のノウハウを活用した協業 

の可能性の検討 

（４）当社グループへの人材面における支援（人材確保・育成の支援） 

・麻生グループからの営業支援、人材交流、若い従業員や技術者育成を図るための社員への研修・教

育ノウハウの共有に関する支援等を通じた、当社グループにおける優秀な技術者の確保・育成及び

技術伝承への取組みの加速 

 

2.2 資本提携の内容 

上記「2.1 業務提携の内容」に記載の業務提携を強力に推進するため、本契約において、麻生は、当社の

普通株式の市場内（立会内）での取得により、その保有する当社の株式の議決権保有割合を 50.0％超

60.0%以下とすること（以下「本連結子会社化」といいます。）を目指すものとしています。 

本連結子会社化が完了した場合には、麻生は当社の親会社となる予定です。なお、親会社及びその他の関

係会社の異動が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

2.3 上場維持及び経営の独立性等に関する事項 

本契約において、麻生は、本連結子会社化に際し、当社の普通株式の東京証券取引所への上場を維持する

方針であることを確認し、当社の株式について、上場維持基準に抵触するおそれが生じ、当社が合理的に要

請した場合には、当社の上場を維持するために必要な措置その他の方策について誠実に協議に応じることを

合意しています。 

また、本契約において、麻生は、当社の上場会社としての経営の自主性及び独立性（当社が、麻生と当社
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の一般株主との利益が相反する重要な取引・行為について審議・検討を行うため、独立社外取締役を含む独

立性を有する者で構成された特別委員会を設置することその他当社の一般株主を保護するための適切なガバ

ナンス体制を整備することを含みます。）を尊重する方針であることを確認しています。 

 

2.4 取締役候補者の指名等に関する事項 

本契約において、当社及び麻生は、(i)本契約締結後最初に招集される定時株主総会の終結時点において、

当社の取締役の総数は 9名とし、そのうち社内取締役は 6名（監査等委員でない取締役 5名及び監査等委

員である取締役 1名）、社外取締役は 3名（監査等委員でない取締役 1名及び監査等委員である取締役 2

名）とする方針であること、並びに(ii) 本契約締結日以降、当社の取締役の総数は 7名以上で当社及び麻生

が合意する人数とする方針であることを確認しています。 

また、麻生は、社内取締役候補者 2名を指名する権利を有すること、及び、社外取締役候補者 1名（監

査等委員である社外取締役候補者）を東京証券取引所が定める独立役員の独立性基準（但し、当社が別途独

立役員の独立性判断基準を策定している場合には、当該独立性判断基準）を満たす者の中から推薦すること

ができることを合意しています。 

なお、麻生が本契約に基づき取締役候補者を指名又は推薦した場合、当社は、当社の独立社外取締役を含

む独立性を有する者で構成された指名委員会による審議・検討を行い、かかる審議・検討において、当該取

締役候補者についての懸念・疑念等が示された場合には、当社及び麻生は誠実に協議を行うことを合意して

います。また、麻生は、当社の株主総会において取締役の選任に関する議案について議決権を行使する際に

は、当社の指名委員会の答申を考慮の上、当社と誠実に協議を行うことを合意しています。但し、2024年

５月 15日現在、当社は指名委員会を設置していないところ、本契約においては、当社が指名委員会を設置

していない場合には、これらの規定は適用されないものとされています。 

 

2.5 当社の株式の取扱い等に関する事項 

（１） 麻生の議決権保有割合の希薄化防止等 

本契約において、当社は、麻生が保有する当社の株式の議決権の希薄化を生じさせるおそれのある行為

（但し、(i)当社の第 12期定時株主総会において承認を受けた範囲内での当社の取締役に対する譲渡制限付

株式報酬としての当社の株式の付与、及び(ii)第二種優先株式の取得に伴う当社の株式の交付を除きま

す。）に係る決定を行おうとする場合、事前に麻生に通知し、麻生の要請に応じ、麻生と誠実に協議を行う

ことを合意しています。なお、当社は、(i)当社の第 12期定時株主総会において承認を受けた範囲内での当

社の取締役に対する譲渡制限付株式報酬としての当社の株式の付与を行うことを決定した場合、及び(ii)第

二種優先株式の株主から取得請求権の行使についての意向の表明がなされた場合その他第二種優先株式の取

得に伴う当社の株式の交付が行われることが合理的に見込まれる場合には、麻生に通知することを合意して

います。 

また、当社は、本連結子会社化が実施された後、麻生が保有する当社の株式の議決権保有割合が 50.0%

以下になった場合又はその蓋然性が高いと合理的に認められる場合において、麻生が要請する場合には、当

社及び麻生が別途合意する方法により、麻生が保有する当社の株式の議決権保有割合について過半数を維持

するための措置をとることを合意しています。 
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（２） 麻生による当社の株式の譲渡・追加取得等 

本契約において、麻生は、(i)自らの保有する当社の株式について、第三者に対する譲渡、移転、担保権

の設定若しくは承継その他の方法による処分を行おうとする場合、又は、(ii)(a)当社の株式の追加取得のた

めに公開買付けを実施する場合若しくは(b)当社の株式を追加で取得することによって当社の上場維持基準

に抵触するおそれが生じると合理的に認められる場合には、当社に対して事前に通知し、当社が要請する場

合には、処分先、処分又は取得の時期及び方法その他当該処分又は取得に関する事項について、当社との間

で誠実に協議を行うことを合意しています。 

                                       

2.6 従業員に関する事項 

本契約において、麻生は、本連結子会社化に際し、当社グループの従業員の雇用確保、人事、労働条件そ

の他従業員に関する事項について、当社の経営判断を尊重する方針であることを確認しています。 

 

 

３． 本資本業務提携の相手先の概要 

(1)名称 株式会社 麻 生 

(2)所在地 福岡県飯塚市芳雄町７番 18号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 麻生 巌 

(4)事業内容 医療関連事業、環境関連事業、建設関連事業、不動産事業 

(5)資本金 3,580百万円  

(6)設立年月日 1966年11月 4日 

(7)大株主及び持株比率 

学校法人麻生塾 30.24％ 

麻生 泰 5.36％ 

麻生 太郎 4.98％ 

麻生 巌 3.97％ 

株式会社小澤 3.39％ 

麻生 健 3.25％ 

麻生興産株式会社 3.13％ 

株式会社西日本シティ銀行 2.58％ 

株式会社福岡銀行 2.58％ 

三井住友信託銀行株式会社 2.58％ 

(8)当社との関係 

資本関係 
麻生は、2024年 5月 15日現在、当社の普通株式
25,228,700株（総株主の議決権の数に対する割合
49.08％）を所有しています。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 麻生は、当社の筆頭株主である主要株主及びその
他の関係会社であり、関連当事者に該当します。 
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(9)直近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

純資産（百万円） 91,705 107,270 165,330 

総資産（百万円） 315,538 360,265 544,120 

１株当たり純資産（円） 19,676.99 24,311.60 30,409.26 

売上高(百万円） 227,760 192,630 338,445 

営業利益（百万円） 11,640 9,843 9,305 

経常利益（百万円） 18,753 18,306 20,987 

親会社株主に帰属する 
当期純利益（百万円） 8,927 14,983 8,619 

１株当たり当期純利益（円） 2,902.08 4,872.10 2,803.15 

１株当たり配当金（円） 25.00 25.00 25.00 

 

４． 本資本業務提携の日程 

本契約の締結に関する取締役会決議日 2024年 5月 15日 

本契約の締結日 2024年 5月 15日 

麻生の当社普通株式追加取得開始予定日 2024年 5月 16日以降 

 

５． 今後の見通し 

本資本業務提携による当社業績への影響は、短期的には軽微と考えていますが、中長期的には当社グルー

プの企業価値の向上に資すると考えています。今後、重要な影響があると判明した場合には速やかに開示い

たします。 

 

 

 

 

 

   以 上 


